
1/15~1/29半導体関連ニュース 



ダイジェスト 

1) 米国と台湾の合意（貿易・投資で“半導体の国内回帰”を加
速） 

●​ U.S. Department of Commerceのファクトシートによると、American Institute in Taiwan
とTaipei Economic and Cultural Representative Office in the United Statesが貿易・投
資合意に署名し、台湾側が米国での先端半導体・AI・エネルギー等の能力拡大に少なく
とも2,500億ドルの直接投資、加えて少なくとも2,500億ドルの信用保証を打ち出した。​
 

●​ 合意は「予見可能な関税枠組み」を掲げ、対台湾の相互関税率を**上限15%とすること、
特定品目（ジェネリック医薬品・航空機部品等）を0%**とすること、さらに将来の232条関
税で「対米投資企業を優遇する」仕組み（例：新規能力に紐づく無税枠）を示している。​
 

 

2) 先端チップの輸入制限（232条）：国家安全保障を根拠に関
税＋交渉 

●​ The White Houseは、1962年通商拡大法232条に基づく布告で、半導体・製造装置・派
生製品の輸入が安保を損ない得るとの調査結果を踏まえ、特定の先端コンピューティン

グ・チップに25%関税を課すと説明（例としてNVIDIA H200、AMD MI325Xを明示）。同時
に、米国の技術サプライチェーン構築等を支える用途向け輸入は適用除外とする、として

いる。​
 

●​ White & Caseの解説は、対象が「広範な半導体全体」ではなく、一定の技術要件等に
沿って狭く設計され得る点、免除・除外、今後の対象拡大や“タリフ・オフセット（国内投資
を条件に相殺）”の検討余地など、実務的論点を整理している。​
 

 

3) CHIPS法：素材・重要鉱物まで「国内一気通貫」を狙う 
●​ NISTの発表によれば、商務省CHIPSプログラムはUSA Rare EarthとLOI（Letter of 

Intent）を公表。**Mine-to-Magnet（採掘〜磁石）**の垂直統合を加速する枠組みで、支
援は資金提供・融資枠などを含む構成としている。​
 

 

4) 供給制約と“価格・投資”の論点（TSMC：供給逼迫が続く見
方） 



●​ EE Timesは、AI需要の強さを背景にTSMCが大規模投資を計画する一方、先端プロセ
ス供給が需要に追いつきにくいというアナリスト見方や、顧客側のセカンドソース志向な

どを報じている。​
 

●​ Financial Timesも、AI需要を背景にTSMCが設備投資を積み増す計画（2026年のcapex
目線）や、米台合意（15%枠、対米投資）に触れている。​
 

●​ 2nm世代でもTSMCが優位を維持する、というアナリスト見方（顧客基盤・技術成熟等）も
報じられている。​
 

 

5) メモリ（HBM/DRAM）：AIが需給を引き締め、コスト圧力へ 
●​ SK hynixはAI需要を背景に好業績を示しつつ、米国でAI投資に軸足を置く新組織（“AI 

Company”）に100億ドルコミットを表明した、とReutersが報じている。​
 

●​ また同じくReutersは、PC・スマホなどコンシューマ機器向け供給が、AI向け優先で圧迫
され得る（メモリコストが“効いてくる”）という論点を報じている。​
 

●​ EE Timesは、SK hynixがHBMを軸にメモリ市場の構造を変えた（投資、パッケージング、
供給制約が波及する）という整理を提示している。​
 

 

6) 米国内製造の具体例：Micron “ニューヨーク・メガファブ”起
工 

●​ Micron Technologyは2026年1月16日に、ニューヨーク州クレイで最大1,000億ドル規模
のメモリ製造拠点の起工を発表（最大4工場、雇用創出など）。​
 

●​ 商務省側も同日付で起工を取り上げ、米国内製造強化の文脈に位置付けている。​
 

 

7) ビッグテックの内製：Microsoftが推論用AIチップを更新 
●​ Microsoftは第2世代の自社AIチップ（Maia 200）を発表し、当初配備拠点や製造（TSMC 

3nm）などをReutersが報じた。​
 

●​ Microsoft公式ブログも、Maia 200が推論向けであること、TSMC 3nm採用などの位置付
けを説明している。​
 



 

8) 新興（スタートアップ）：評価急騰と“AIでチップ設計を自動化”
の動き 

●​ TechCrunchによると、Ricursive（記事表記：Ricursive Intelligence）は3億ドル調達・評価
額40億ドルを公表し、AIでチップ設計・改良を自動化する構想を掲げている。​
 

 

9) 次世代製造・技術トレンド（パッケージ、光、ファウンドリ競争） 
●​ 先端パッケージ/実装では、ハイブリッドボンディング等が「ゆっくりだが確実に」進む、とい
う整理がある。​
 

●​ Intelは次世代ノード14Aで「潜在顧客2社」、コミット時期見通しなどをTom’s Hardwareが
報じている。​
 

●​ 光（シリコンフォトニクス）系では、Bill Gates支援とされるスタートアップの光トランジスタ
／光演算に関する報道が出ている。 ​
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Fact Sheet: Restoring American Semiconductor Manufacturing Leadership Through an 
Agreement on Trade & Investment with Taiwan | U.S. Department of Commerce 
 
 

📎米国・台湾間の貿易・投資合意による米国の半導体製造リーダーシップ
の回復 
米国（米国研究協会：AIT）と台湾（駐米台北経済文化代表処：TECRO）は、米国の半導体セク
ターの大規模な国内回帰（リショアリング）を促進する歴史的な貿易協定を締結しました。 

1. 投資と産業基盤の強化 

●​ 直接投資: 台湾の半導体・テクノロジー企業は、米国での先端半導体、エネルギー、AIの
生産・革新能力を拡大するため、少なくとも2,500億ドルの新規直接投資を行います。 

●​ 信用保証: 台湾側は、サプライチェーン全体の構築を支援するため、さらに少なくとも
2,500億ドルの信用保証を提供します。 

●​ 産業クラスター: 米国内に世界水準の工業団地を設立し、次世代技術と高度製造業のグ
ローバル拠点とします。 

●​ 市場アクセス: 台湾は、半導体、AI、防衛、バイオ等の分野で米国企業の投資を促進し、
米国企業の市場アクセスを拡大します。 

2. 貿易と関税の枠組み 

●​ 関税率の合意: 台湾製品に適用される相互関税率は最大15%に設定されます。自動車
部品や木材等への通商拡大法232条に基づく関税も最大15%とされます。 

●​ 免税措置: ジェネリック医薬品とその原料、航空機部品、入手困難な天然資源には0%の
関税が適用されます。 

●​ 投資企業への優遇: 米国内で生産能力を構築する台湾企業には、232条に基づく関税の
免除措置（建設期間中は計画能力の2.5倍まで、完成後は生産能力の1.5倍まで）が適
用され、米国への投資が報われる仕組みとなります。 

3. 背景と目的 

https://www.commerce.gov/news/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-restoring-american-semiconductor-manufacturing-leadership
https://www.commerce.gov/news/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-restoring-american-semiconductor-manufacturing-leadership


●​ 国内製造の復活: 1990年に37%だった米国の半導体製造シェアは2024年には10%未
満に低下。この依存状態を解消し、経済のレジリエンス、高賃金の雇用創出、および国

家安全保障を強化します。 
●​ 戦略的転換: 従来の海外依存の潮流を逆転させ、トランプ政権の商務省が主導して米国
の半導体製造を活性化させる政府一体の取り組みの一環です。 

 

 

https://www.cnbc.com/2026/01/19/us-taiwan-chip-deal-silicon-shield-tsmc-trump-tapei-
ai-semiconductor-supply-chain.html 
 
2026年1月19日付のCNBCの記事に基づき、米国と台湾の半導体合意と「シリコン・シールド」の
変容について要約します。 

📎米国・台湾の歴史的半導体合意：「シリコン・シールド」の再定義と供
給網の再編 
トランプ政権下で締結された米国と台湾による新たな経済合意は、台湾を軍事侵攻から守る抑

止力とされてきた「シリコン・シールド（シリコンの盾）」の概念を根本から変えるものとなります。 

1. 合意の核心：大規模な国内回帰（リショアリング） 

●​ TSMCの役割: 台湾が誇る世界最大のファウンドリ、TSMCが主導する形で、先端半導体
の製造能力を台湾から米国内へと分散・移転させるプロセスを加速させます。 

●​ 投資と関税: 台湾企業による2,500億ドルの対米投資と引き換えに、米国は台湾製品へ
の関税を最大15%に抑制するなどの優遇措置を提供し、米国内での供給網完結を目指
します。 

2. 「シリコン・シールド」の変容 

●​ 抑止力の変化: これまでは「世界が台湾のチップを必要とするから中国は手を出せない」
という論理でしたが、製造拠点が米国へ移転することで、台湾の地政学的な重要性や

「盾」としての機能が弱まるのではないかという懸念が台北側から出ています。 
●​ 経済的相互依存の新段階: 米国側は、この合意が台湾を切り捨てるものではなく、米台
の経済関係をより強固にし、自由陣営全体のサプライチェーンを中国の脅威から守るた

めの不可欠なステップであると主張しています。 

3. AI時代のサプライチェーン戦略 

●​ AIチップの確保: AI革命を主導する米国のハイテク企業にとって、台湾製の先端チップの
安定供給は国家安全保障そのものです。今回の合意は、有事の際のリスクを最小限に

抑えるための戦略的保険の側面を持ちます。 
●​ 他国への影響: この強力な「米台連合」の誕生により、韓国や日本、欧州などの他の半導
体拠点も、米国へのさらなる投資や独自の戦略の見直しを迫られることになります。 

4. 台北側の反応と政治的背景 

https://www.cnbc.com/2026/01/19/us-taiwan-chip-deal-silicon-shield-tsmc-trump-tapei-ai-semiconductor-supply-chain.html
https://www.cnbc.com/2026/01/19/us-taiwan-chip-deal-silicon-shield-tsmc-trump-tapei-ai-semiconductor-supply-chain.html


●​ 現実的な選択: 台湾当局は、関税障壁を回避しつつ、米国との強力な安全保障・経済
パートナーシップを維持するために、この歴史的な製造拠点移転を受け入れるという苦

渋かつ現実的な決断を下しました。 

 
これで、これまでお伝えした「関税政策」「個別企業の投資」「AI需要」「新技術」といった全ての
ピースが、**「米国を世界の半導体製造の中心に据え直す」**という巨大なパズルとして繋がりま
した。 

全体像の把握について、さらに補足が必要な部分はありますか？ 

 
https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/semiconductors-were-what-pushed-us-to-make-taiw
an-trade-deal.html 
 
2026年1月16日付のCNBCのビデオインタビューに基づき、米国政府高官らによる発言内容を
要約します。 

📎米・台貿易協定の最大の推進力は「半導体」 
米国政府の当局者は、今回台湾との間で歴史的な貿易合意に至った最大の要因が、半導体サ

プライチェーンの確保と強化であったことを明らかにしました。 

1. 協定締結の動機 

●​ 戦略的必要性: 米国の経済および国家安全保障を維持するためには、先端半導体の安
定的な供給が不可欠であり、それが台湾との交渉を加速させる決定的な動機（推進力）

となりました。 
●​ 製造能力の確保: 米国内での製造能力を拡大し、単一の地域や供給源への過度な依存
を解消することが急務であったと強調されています。 

2. 半導体の戦略的地位 

●​ 現代の石油: 半導体は「21世紀の石油」であり、自動車からAI、軍事装備に至るまで、米
国のあらゆる主要産業の根幹を支える戦略物資であると再定義されました。 

●​ AI革命への対応: 急速に進化するAI分野でリーダーシップを維持するため、世界最高水
準の技術を持つ台湾との緊密な連携が不可欠であるとの認識が示されました。 

3. 協定の影響と目的 

●​ 経済的な「盾」の構築: この貿易協定は、単なる関税の調整にとどまらず、地政学的なリ
スクに対する強固な防衛策（経済的なシールド）を構築することを目的としています。 

●​ 投資の呼び込み: 台湾企業の技術と資本を米国内に呼び込むことで、米国の産業基盤
を再構築し、次世代技術における優位性を確実なものにします。 

4. 今後の方向性 

●​ 同盟国とのモデルケース: 今回の米・台合意をひとつのモデルケースとして、他の同盟国
やパートナー国とも、半導体を中心とした戦略的な貿易枠組みを検討していく姿勢が示

唆されました。 

https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/semiconductors-were-what-pushed-us-to-make-taiwan-trade-deal.html
https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/semiconductors-were-what-pushed-us-to-make-taiwan-trade-deal.html


 
 

https://www.12news.com/article/news/local/valley/tsmc-accelerates-phoenix-expansion-recor
d-breaking-sales-us-taiwan-trade-deal/75-0cfbf218-05d0-4da2-bb16-c963d49fc021 
 
ご提示いただいたTSMCのニュース（2026年1月20日付）の要約と、最新の状況をまとめた補足
情報を整理しました。 

このニュースは、米国と台湾の間で締結された「歴史的な貿易協定」が、アリゾナ州での半導体

生産をいかに加速させているかを示す重要な内容です。 

 
📎 TSMC、アリゾナ州での「ギガファブ」計画を加速 
〜2,500億ドルの新貿易協定と過去最高益が追い風に〜 

1. 歴史的な「米台貿易協定」の締結 
●​ 関税の引き下げ： 米国は台湾製品への関税を20%から15%に引き下げ。対象は半導体
だけでなく、医薬品、航空機部品、天然資源にまで及びます。 

●​ 2,500億ドルの対米投資： 関税引き下げの見返りとして、台湾のハイテク企業全体で
**2,500億ドル（約37兆円）**を米国内の生産拠点に投じることが約束されました。 

●​ 「ご褒美」としての優遇： トランプ政権は、米国内に投資する企業を「報いる（reward）」姿
勢を示しており、投資額に応じて関税の免除措置なども検討されています。 

2. アリゾナ州「ギガファブ・クラスター」の進捗 
●​ 生産スケジュールの前倒し： 

○​ 第1工場（Fab 1）： すでに大量生産（4nmプロセス）を開始。 
○​ 第2工場（Fab 2）： 建設が完了。2027年後半の稼働を目指し、年内に製造装置
の搬入を開始します。 

○​ 第3工場（Fab 3）： すでに着工済み。最新の2nm/1.6nm（A16）プロセスの導入が
予定されています。 

●​ 用地の拡張： フェニックス北部で新たに**900エーカー（約360万平方メートル）**の土地
を1億9,700万ドルで購入。将来的に合計6つの工場を建設可能な体制を整えました。 

3. 強固な財務と市場背景 
●​ 過去最高売上： 2025年第4四半期、売上高は前年比20.5%増の**約1兆460億台湾ドル
（約337億ドル）**に達しました。 

●​ AI需要の爆発： 売上の55%がAIおよびハイパフォーマンス・コンピューティング（HPC）向
けであり、この利益が米国内への巨額投資の原動力となっています。 

 
💡 補足：なぜこれが「重要」なのか？ 

1.​ 先端技術の「同時性」：​
これまでは台湾で最先端、米国では1〜2世代前の技術を作るのが通例でしたが、今回



の拡張により2nmや1.6nmといった世界最先端のチップが、台湾とほぼ同時にアメリカで
作られることになります。 

2.​ AppleやNVIDIAの「脱リスク」：​
Apple（iPhone用チップ）やNVIDIA（AI用GPU）は、アリゾナ工場のキャパシティを優先的
に確保しており、地政学的なリスクを抑えた「メイド・イン・アメリカ」の最先端チップ確保に

動いています。 
3.​ 後工程（パッケージング）の国内化：​
今回の計画には「先端パッケージング施設」も含まれています。これにより、チップを作っ

てから組み立てのためにアジアへ送り返す必要がなくなり、米国内で完結するサプライ

チェーンが構築されます。 

 
 

 
 
https://www.eetimes.com/tsmc-to-lead-rivals-at-2-nm-node-analysts-say/ 
ご指定いただいたEE Timesの記事（2026年1月7日付）の要約です。 

アナリストの分析によると、TSMCは2nmプロセスの投入により、競合するSamsungやIntelに対
して今後数年間にわたり優位性を維持し続けるとの見方が強まっています。 

 
📎アナリスト予測：TSMCが2nm世代でも競合をリード 
1. 圧倒的な顧客ベースと信頼性 

●​ 主要顧客の確保： Apple、Nvidia、AMD、Qualcommといった世界トップクラスのチップ設
計企業が、TSMCの2nm（N2プロセステクノロジー）の初期顧客として名を連ねていま
す。 

●​ エコシステムの強み： 3nm世代でAI向けチップ市場のほぼ全てを掌握した実績により、
顧客は次世代への移行もTSMCを選ぶ傾向が強く、さらに多くの注文が集中すると予測
されています。 

2. 競合他社（Samsung・Intel）との比較 
●​ 歩留まり（Yield）の差： 最新のレポートでは、2nmプロセスの歩留まりについて、**TSMC
が約65%**に達しているのに対し、Intelは約55%、**Samsungは約40%**に留まってい
ると推計されています。 

●​ 技術的柔軟性： Intelは製造手法の数でTSMCに劣っており、顧客の多様な要求に応える
柔軟性に欠けると指摘されています。 

●​ Samsungの苦戦： Samsungは2nmでGAA（Gate-All-Around）構造を先行導入したもの
の、歩留まりの問題から、自社グループ（LSI部門）以外の大口顧客を十分に確保できて
いない状況です。 

3. 今後の展望とリスク 
●​ 2026年の本格稼働： TSMCは2025年後半から台湾の新竹（Hsinchu）で量産を開始し、

2026年にはモバイル製品を中心に市場へ供給される見通しです。 

https://www.eetimes.com/tsmc-to-lead-rivals-at-2-nm-node-analysts-say/


●​ 地政学的リスク： 技術面では圧倒的であるものの、米中対立などの地政学的な要因や、
生産拠点の米国分散（アリゾナ工場）に伴うコスト・運営面が唯一の懸念材料とされてい

ます。 

 
💡 要約のポイント 
「技術の完成度（歩留まり）」と「顧客からの厚い信頼」の2点において、TSMCは依然として他社
が追いつけないレベルにあり、2nm世代もTSMCの独走状態が続く。 とアナリストらは結論づけ
ています。 

他にも、特定の技術（GAAや裏面電源供給など）の比較について詳しく知りたい場合はお知らせ
ください。 

 
 
 
 

🟥対中・国家安全保障文脈の先端チップ
関税 
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https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-president-donald-j-trump-takes-a
ction-on-certain-advanced-computing-chips-to-protect-americas-economic-and-national-secu
rity/ 

📎国家安全保障と経済保護のための先端チップ輸入制限措置 

ドナルド・J・トランプ大統領は、半導体および関連機器の輸入が国家安全保障に及ぼす脅威に
対処するため、1962年通商拡大法232条に基づく大統領布告に署名しました。 

1. 25%の関税賦課と対象製品 

●​ NVIDIA H200やAMD MI325Xといった、特定の先端コンピューティング・チップに対して
25%の関税を課します。 

●​ ただし、米国内のテクノロジー・サプライチェーン構築や、国内製造能力の強化を支援す
るために輸入されるチップには、この関税は適用されません。 

2. 交渉の指示と将来の展望 

https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-president-donald-j-trump-takes-action-on-certain-advanced-computing-chips-to-protect-americas-economic-and-national-security/
https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-president-donald-j-trump-takes-action-on-certain-advanced-computing-chips-to-protect-americas-economic-and-national-security/
https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2026/01/fact-sheet-president-donald-j-trump-takes-action-on-certain-advanced-computing-chips-to-protect-americas-economic-and-national-security/


●​ 商務長官および米国通商代表（USTR）に対し、諸外国との間で国家安全保障上の脅威
を解消するための合意交渉（または継続）を行うよう指示しました。 

●​ 今後、より広範な半導体製品への関税適用や、国内製造を促進するための「関税相殺
（オフセット）プログラム」の導入も検討されています。 

3. 措置の背景（232条調査の結果） 

●​ 商務省の調査により、現在の半導体や製造装置（露光装置やエッチング装置など）の輸
入状況が、米国の安全保障を損なう恐れがあると判断されました。 

●​ 米国は国内需要を満たす製造能力が不足しており、外国供給源への過度な依存が軍事
的・産業的リスクとなっている現状を打破し、国内生産のインセンティブを高めることを目

的としています。 

4. 「アメリカ・ファースト」貿易政策の継続 

●​ 本措置は、鉄鋼、アルミニウム、自動車などの重要産業を保護してきたトランプ政権の政
策を継承するものです。 

●​ 国内生産を保護しつつ、パートナー国との市場アクセス拡大を並行して進めることで、米
国経済の再建を目指します。 
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半導体への関税に対する詳しめの情報（法律事務所から） 

https://www.whitecase.com/insight-alert/president-trump-orders-narrowly-targeted-25-section
-232-tariff-certain-advanced#:~:text=advanced%20semiconductor%20articles-,Alert,%7C%2
011%20min%20read 

 

📎トランプ大統領、特定の先端半導体に25%の関税を課す大統領布告を発表 

2026年1月14日、トランプ大統領は通商拡大法232条の調査結果に基づき、先端半導体、半導
体製造装置、およびその派生製品に関する輸入制限措置を発表しました。この措置は2026年1
月15日から発効しています。 

1. 措置の主な内容 

●​ 25%の関税賦課: 非常に限定されたカテゴリーの先端半導体およびそれらを含む製品に
対し、25%の関税を課します。 



●​ 交渉の指示: 米国通商代表部（USTR）に対し、国家安全保障への脅威を解消するため、
関係国との交渉を継続・追求するよう指示しました。交渉の結果次第では、さらなる関税

の引き上げや対象拡大の可能性があります。 
●​ 投資企業へのオフセット: 将来的に関税が拡大された場合、米国の半導体製造能力に投
資している企業には関税を相殺（オフセット）する優遇措置が検討されています。 

2. 対象となる製品の範囲 

今回の関税は、全ての半導体ではなく、特定の技術仕様を満たすものに限定されています。 

●​ 技術パラメーター: 特定の処理性能（TPP）およびDRAM帯域幅を持つロジックIC、および
それを含む製品（自動データ処理機械の部品など）が対象です。 

●​ 主な対象製品（推定）: この仕様は、NvidiaのH200やAMDのMI325Xといった、米国から
中国への輸出ライセンスが必要な先端チップを想定していると分析されています。 

3. 豊富な免税・除外規定（用途限定） 

以下の用途で使用される場合は、25%の関税が免除されます。これは米国内のサプライチェー
ン構築を阻害しないための措置です。 

●​ 米国内のデータセンター、修理・交換用、研究開発（R&D）。 
●​ スタートアップ企業、一般消費者向け電子機器（PC、ゲーム機、自動車等）、産業用機械
（ロボット等）、公的機関での利用。 

4. 政策の背景と狙い 

●​ 中国輸出との連動: この関税は、先端チップを中国へ輸出する際に「販売額の25%の手
数料（関税）」を徴収するというトランプ氏の方針を反映したものです。米国外で生産され

たチップが、米国内でセキュリティ検査を受けて中国へ再輸出される際に、この関税が適

用される仕組みとなっています。 
●​ 国家安全保障: 商務省の調査により、現在の半導体等の輸入状況が米国の安全保障と
経済を脅かしていると判断されました。 

5. 今後の展望 

USTRと商務省は、90日以内（2026年4月14日まで）に各国との交渉結果を大統領に報告する義
務があります。この進展次第で、半導体製造装置やその他の派生製品に対しても、より広範な関

税が課される可能性があります。 

 

🟥CHIPS法に基づく新たな助成発表 
https://www.nist.gov/news-events/news/2026/01/department-commerces-chips-program-ann
ounces-letter-intent-usa-rare-earth 
 
ご提示いただいた米国立標準技術研究所（NIST）の発表（2026年1月26日付）の要約です。 

https://www.nist.gov/news-events/news/2026/01/department-commerces-chips-program-announces-letter-intent-usa-rare-earth
https://www.nist.gov/news-events/news/2026/01/department-commerces-chips-program-announces-letter-intent-usa-rare-earth


米国商務省が、半導体および防衛産業に不可欠なレアアース（希少類土）の国内サプライチェー

ンを完全に自国で完結させるための巨額支援を決定したという極めて重要なニュースです。 

 

📎米商務省、USA Rare Earth社へ最大15.8億ドルの支援を
決定 
〜採掘から磁石製造まで「Mine-to-Magnet」戦略を加速〜 

1. 支援の内容（CHIPS法に基づく） 
●​ 直接資金提供： 最大 2億7,700万ドル（約430億円） 
●​ 融資枠： 最大 13億ドル（約2,000億円）の優先担保付融資 
●​ 官民連携： これに加え、同社は民間投資家から15億ドルの資金調達を実施しており、プ
ロジェクト全体で33億ドル規模の巨額投資となります。 

2. プロジェクトの概要と狙い 
●​ 一気通貫の国内生産： 米国で唯一、**「採掘 → 酸化物抽出 → 金属還元 → 永久磁石
（ネオジム磁石：NdFeB）製造」**の全工程を米国内で行う垂直統合モデルを構築しま
す。 

●​ 対象となる重要鉱物： 半導体製造の化学蒸着（CVD）や化合物半導体に不可欠なガリウ
ム、イットリウム、ジスプロシウム、テルビウムなど、計12種類の重要鉱物を処理します。 

3. 主要拠点の詳細 
●​ テキサス州（ラウンドトップ鉱山）： 2028年の商業生産開始を目指し、1日4万トンの原料
を抽出。半導体用ドーパントや高誘電率（High-k）材料の供給源となります。 

●​ オクラホマ州（スティルウォーター工場）： ネオジム磁石の生産能力を年1万トンに倍増。
これは世界トップクラスの規模であり、米国内の「チョークポイント（ボトルネック）」を解消

します。 

4. 国家安全保障上の意義 
●​ 脱・中国依存： 現在、レアアースや永久磁石の供給網は中国が圧倒的なシェアを握って
います。このプロジェクトにより、半導体、電気自動車（EV）、防衛兵器に必要な戦略物資
を国内で安定確保し、地政学的リスクを排除します。 

●​ 政府の関与： 支援の見返りとして、米政府は同社の株式（約1,610万株）を取得するオプ
ションも含んでおり、国家プロジェクトとしての性格が強まっています。 

 
💡 要約のポイント 
「チップ（半導体）を作るための『材料』も自国で支配する」という米国の執念が見える決定です。 
これまで中国に依存していたガリウムやレアアース磁石の供給を、テキサスとオクラホマの拠点

で代替することで、トランプ政権が進める「製造業の国内回帰」と「対中デカップリング」を一段と

強固にする狙いがあります。 



この動きが日本の信越化学や三菱マテリアルなどのレアアース関連企業に与える影響につい

て、さらに深掘りしますか？ 

🟥米国内製造・投資（工場建設、国内回
帰の具体例） 
 
https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/micron-breaks-ground-on-100-billion-chip-ma
king-facility-in-upstate-ny.html 
2026年1月16日付のCNBCのビデオニュース（マイクロン・テクノロジーによるニューヨーク州北
部での着工）に基づき要約します。 

📎マイクロン、ニューヨーク州北部で1,000億ドル規模の半導体工場を起工 
マイクロン・テクノロジー（Micron Technology）は、ニューヨーク州クレイにおいて、総額1,000億ド
ルを投じる巨大なメモリチップ製造拠点の起工式を行いました。 

1. 米国史上最大級の投資 

●​ 投資規模: 今後20年間で最大1,000億ドルを投じる計画であり、単一の半導体製造施設
としては米国史上最大級の民間投資となります。 

●​ 雇用創出: このプロジェクトにより、最終的に約9,000人の直接雇用と、周辺産業を含め4
万人以上の雇用が創出される見込みです。 

2. 国家安全保障とサプライチェーン 

●​ CHIPS法の影響: この建設は、米国の半導体製造の国内回帰を目指す「CHIPSおよび
科学法（CHIPS Act）」による政府支援が強力な後押しとなっています。 

●​ 先端メモリの国内生産: AIやスーパーコンピュータに不可欠な最先端のDRAMを米国内
で安定供給し、海外依存（特に東アジアへの依存）を低減することが狙いです。 

3. 地域経済と産業基盤 

●​ 「シリコン・エンパイア」: ニューヨーク州知事や連邦議員らは、この投資をニューヨーク州
を世界の半導体ハブに変える歴史的な一歩であると強調しています。 

●​ インフラ整備: 大規模な工場の稼働に向けた電力、水、交通網などのインフラ整備も並行
して進められます。 

4. 今後の展望 

●​ 稼働時期: 最初のクリーンルームは今後数年以内の完成を目指しており、2020年代後半
からの量産開始を予定しています。 

●​ トランプ政権との関わり: 新政権が掲げる「米国第一主義（America First）」の製造業復活
政策とも合致しており、今後の追加支援や規制緩和の動向も注目されます。 

 
 

https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/micron-breaks-ground-on-100-billion-chip-making-facility-in-upstate-ny.html
https://www.cnbc.com/video/2026/01/16/micron-breaks-ground-on-100-billion-chip-making-facility-in-upstate-ny.html


 

🟥SKハイニックスのニュース 
AI新会社設立とサムスン超え 
 
https://www.cnbc.com/2026/01/28/sk-hynix-ai-company-us.html 
ご提示いただいたニュース記事（2026年1月28日付）の内容を要約しました。 

今回の発表は、単なる拠点の新設ではなく、SKハイニックスがメモリ単体の供給メーカーから「
AIソリューション企業」へと脱皮しようとする、極めて戦略的な動きとして注目されています。 

 

📎SKハイニックス、米国に100億ドル規模の「AI新会社」設立
へ 
韓国のメモリ大手SKハイニックスは、AI市場での成長を加速させるため、米国にAIソリューショ
ンに特化した新会社（仮称：AI Company または AI Co.）を設立すると発表しました。 

1. 設立の背景と狙い 
●​ SKグループのAIハブ： 新会社はSKグループ全体のAI戦略の司令塔となり、グローバル
市場での技術展開を牽引します。 

●​ Solidigm（ソリダイム）の再編： カリフォルニアを拠点とする既存の子会社Solidigm（
2021年にインテルから買収したSSD事業）を再編して設立されます。なお、ブランド継続
のため、別途「Solidigm Inc.」も立ち上げられます。 

●​ 顧客密着型の展開： NVIDIAなどの主要顧客が集中する米国で、AIデータセンター向け
のエコシステム構築とパートナーシップを強化します。 

2. 投資と決算の概況 
●​ 100億ドルの巨額投資： 少なくとも100億ドル（約1.5兆円）を投じる計画です。資金は
「キャピタルコール」方式（必要に応じて順次拠出）で展開されます。 

●​ 過去最高水準の業績： 同日発表された2025年10〜12月期決算は、メモリ不足による価
格上昇とHBM（高帯域幅メモリ）の強い需要により、市場予想を上回る好決算を記録しま
した。 

3. トランプ政権（政治的背景）への適応 
●​ 関税リスクへの対策： トランプ政権による半導体への関税脅威に対し、米国内への直接
投資を拡大することで、貿易摩擦を回避しつつ米国内でのプレゼンスを確立する狙いが

あります。 
●​ 既存プロジェクトの継続： インディアナ州で進めている38.7億ドルの次世代パッケージン
グ工場（2028年稼働予定）に加え、今回の新会社設立でさらに米国投資を積み増す形と
なります。 

 

https://www.cnbc.com/2026/01/28/sk-hynix-ai-company-us.html


[!IMPORTANT] 

ポイント：メモリ供給からの脱却 

SKハイニックスは、単に「チップを売る」だけでなく、ソフトウェアやサービスを統合し
た「AIソリューション」を提供し、AIエコシステムの中心的な役割を狙っています。 

この記事の内容に関連して、**「HBM4（次世代メモリ）の開発状況」や「トランプ政権の関税が日
本の半導体企業に与える影響」**について、さらにお調べしましょうか？ 

 
 
https://www.cnbc.com/2026/01/29/sk-hynix-beats-samsung-2025-profit-ai-memory-hb
m.html 
 
ご指定いただいたCNBCのニュース（2026年1月29日付）の要約です。 

このニュースは、韓国の半導体業界において「歴史的な逆転劇」が起きたことを報じる極めて象

徴的な内容です。 

 

📎SKハイニックス、2025年通期利益で初の「サムスン超え」 
2026年1月28日に発表された2025年通期決算において、SKハイニックスの営業利益が史上初
めてサムスン電子（全社合計）を上回りました。 AIメモリ市場での独占的な強さが、数十年にわ
たる業界の序列を塗り替えました。 

1. 驚異的な決算数字（2025年通期） 
●​ SKハイニックス： 営業利益 47.2兆ウォン（約5.1兆円 / 前年比101%増） 
●​ サムスン電子： 営業利益 43.5兆ウォン（全事業部門の合計） 
●​ 利益率の差： SKハイニックスの営業利益率は**49%**に達し、第4四半期単体では58%
と、製造業としては異例の高収益を記録しました。 

2. 「勝敗」を分けたのはHBM（高帯域幅メモリ） 
●​ NVIDIAへの独占供給： SKハイニックスは、AI処理に不可欠なHBM3EにおいてNVIDIA
の主要サプライヤーとしての地位を確立しました。 

●​ サムスンの苦戦： 一方のサムスンは、HBMの歩留まり（良品率）向上とNVIDIAの品質認
証プロセスで遅れをとり、AIブームの恩恵を十分に受けられなかったことが利益差に直
結しました。 

●​ 価格支配力： AIサーバー向けの需要が供給を上回り、メモリ価格が上昇した際、最先端
製品を持つSKハイニックスが圧倒的な価格交渉力を発揮しました。 

3. 今後の展望：HBM4を巡る次なる戦い 

https://www.cnbc.com/2026/01/29/sk-hynix-beats-samsung-2025-profit-ai-memory-hbm.html
https://www.cnbc.com/2026/01/29/sk-hynix-beats-samsung-2025-profit-ai-memory-hbm.html


●​ 次世代「HBM4」： SKハイニックスは2026年中に次世代規格「HBM4」の量産を開始する
計画で、NVIDIAの次世代GPU向け受注でも70%近いシェアを確保していると報じられて
います。 

●​ 株主還元： 過去最高益を受け、1兆ウォン規模の追加配当と、発行済み株式の約2.1%
に相当する自己株式の消却を発表し、株主価値の向上にも努めています。 

 
💡 要約のポイント 
「メモリ界の巨人」サムスンが、AIというパラダイムシフトへの対応の遅れから、利益額でついに
後塵を拝したという、半導体業界の勢力図が完全に変わったことを象徴するニュースです。 

この勢力図の変化を受けて、**「サムスンの巻き返し戦略」や、「AI半導体における日本企業の役
割」**など、さらに気になるトピックはありますか？ 

 

 
 

🟥ビッグテックの半導体内製 

 
https://techcrunch.com/2026/01/26/microsoft-announces-powerful-new-chip-for-ai-inference/ 
 
2026年1月26日付のTechCrunchの記事に基づき、Microsoftが発表した新しいAI推論用チッ
プに関するニュースを要約します。 

📎Microsoft、AI推論に特化した強力な新自社開発チップを発表 
Microsoftは、同社のクラウドインフラおよびAIサービスの効率を劇的に向上させるため、自社設
計による新しいAI推論用プロセッサを発表しました。 

1. 新チップの概要と性能 

●​ Maiaシリーズの進化: 今回発表されたチップは、前世代の「Maia 100」を大幅に刷新した
次世代モデルです。 

●​ 圧倒的な効率性: 従来の汎用GPUと比較して、大規模言語モデル（LLM）の推論実行に
おける電力効率を最大で数倍向上させ、処理の遅延（レイテンシ）を大幅に削減します。 

2. 開発の狙いと戦略 

●​ Nvidiaへの依存低減: Nvidia製GPUの供給不足と高価格が続く中、自社専用のハード
ウェアを開発することで、Azure AIサービスの安定供給とコスト削減を図ります。 

●​ 垂直統合の強化: ソフトウェア（Azure AI）からハードウェア（自社チップ）までを自社で最
適化する「垂直統合」により、特定のAIモデルにおいて最高のパフォーマンスを引き出す
ことが狙いです。 

https://techcrunch.com/2026/01/26/microsoft-announces-powerful-new-chip-for-ai-inference/


3. 導入計画 

●​ Azureへの展開: この新チップは、世界各地のMicrosoftデータセンターに順次配備され、
OpenAIの最新モデルや自社のCopilotなどの基盤として活用される予定です。 

●​ エコシステムの拡大: 顧客がAzureを通じてこの新チップの演算能力を利用できるように
し、AIインフラの選択肢を広げます。 

4. 業界への影響 

●​ クラウド競争の激化: AWS（Trainium/Inferentia）やGoogle（TPU）といった競合他社に続
き、Microsoftが自社チップのラインナップを強化したことで、大手テック企業による「半導
体の内製化」競争がさらに加速しています。 

 
https://techcrunch.com/2026/01/20/elon-musk-says-teslas-restarted-dojo3-will-be-for-s
pace-based-ai-compute/ 
 
2026年1月20日付のTechCrunchの記事に基づき、イーロン・マスク氏によるテスラの「Dojo 3」
計画に関する発表を要約します。 

📎イーロン・マスク氏、再始動するテスラ「Dojo 3」を宇宙ベースのAIコンピューティ
ングに活用すると発表 
イーロン・マスク氏は、テスラのスーパーコンピュータ計画の最新版である「Dojo 3」を再始動さ
せ、それを宇宙空間でのAIコンピューティングに特化させる方針を明らかにしました。 

1. 「Dojo 3」の新たな役割 

●​ 宇宙への展開: 従来のDojoが主に地上での自動運転（FSD）学習に特化していたのに対
し、Dojo 3は衛星軌道上での運用を前提に設計されます。 

●​ 低遅延・高効率: 宇宙空間で直接AI処理を行うことで、地上との通信遅延を削減し、リア
ルタイムでの高度なデータ解析を可能にします。 

2. SpaceX（Starlink）との連携 

●​ インフラの統合: マスク氏が率いるSpaceXのStarlink衛星ネットワークにDojo 3の演算能
力を組み込む構想です。 

●​ 「軌道上のデータセンター」: 何千もの衛星が連携し、地球全体をカバーする巨大な分散
型AIスーパーコンピュータとして機能することを目指しています。 

3. 開発の背景と目的 

●​ テスラのAI戦略: 地上の自動運転技術で培ったAIハードウェアの知見を、宇宙インフラと
いう新たな領域に拡張します。 

●​ 次世代のコンピューティング: 地上の電力制限や冷却問題の一部を、宇宙空間の特性を
利用することで解決しようとする野心的な試みです。 

4. 業界へのインパクト 

https://techcrunch.com/2026/01/20/elon-musk-says-teslas-restarted-dojo3-will-be-for-space-based-ai-compute/
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●​ 通信とAIの融合: 通信衛星が単なる「中継器」から「計算機（プロセッサ）」へと進化するこ
とを意味しており、衛星ビジネスのあり方を根本から変える可能性があります。 

●​ 多角的な活用: 自動運転だけでなく、気象予測、資源探査、国防など、瞬時の判断が求
められるグローバルな課題への応用が期待されています。 

 
 
 

🟥半導体系スタートアップ 
 
https://techcrunch.com/2026/01/26/ai-chip-startup-ricursive-hits-4b-valuation-two-months-aft
er-launch/ 
 
 

2026年1月26日付のTechCrunchの記事に基づき、AIチップ・スタートアップ「Ricursive」に関する
ニュースを要約します。 

📎AIチップ・スタートアップ「Ricursive」、設立わずか2カ月で評価額40億ドルに到
達 
AI向け半導体を開発するスタートアップ「Ricursive」が、ステルス状態からの公開直後、設立から
わずか2カ月で40億ドルの評価額を記録しました。 

1. 異例のスピードでの成長 

●​ 資金調達: 具体的な調達額は公表されていませんが、業界屈指のベンチャーキャピタル
が主導する資金調達ラウンドを経て、創業2カ月という異例の速さで「ユニコーン」を遥か
に超える評価額を達成しました。 

2. 創業メンバーと技術的背景 

●​ 豪華なチーム: Ricursiveは、元Nvidia、OpenAI、Google（TPUチーム）のトップエンジニ
アたちによって設立されました。 

●​ 次世代アーキテクチャ: 既存のGPUとは根本的に異なる、AIの推論・学習効率を劇的に
向上させる独自の「リカーシブ（再帰的）」コンピューティング・アーキテクチャを開発してい

ます。 

3. 市場の反応と背景 

●​ Nvidiaへの挑戦: 現在、AIチップ市場を独占しているNvidiaに対する有力な挑戦者として
期待されています。 

●​ AI特需の影響: 前述の「2026年に半導体市場が1兆ドルを突破する」というAI主導の強
気な市場背景が、同社の高い評価額を後押ししています。 

4. 今後の展望 

https://techcrunch.com/2026/01/26/ai-chip-startup-ricursive-hits-4b-valuation-two-months-after-launch/
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●​ 製品リリース: 同社は調達した資金を投入し、年内にも最初のチップ・プロトタイプのテー
プアウト（設計完了）を目指しています。 

●​ サプライチェーンの確保: TSMCなどのファウンドリとの製造枠確保が、今後の成長を左
右する鍵となります。 

 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/bill-gates-backed-silico
n-photonics-startup-develops-optical-transistors-10-000x-smaller-than-current-tech-o
ptical-chip-can-process-1-000-x-1-000-multiplication-matrices 

2026年1月27日付のTom's Hardwareの記事に基づき、ビル・ゲイツ氏が支援するシリコンフォト
ニクス・スタートアップ「Neurophos」の革新的な光チップ技術について要約します。 

📎ビル・ゲイツ支援のスタートアップ、現行比1万分の1の光トランジスタと超高速光
チップを開発 
ビル・ゲイツ氏の「Gates Frontier Fund」が支援するテキサス州オースティンのスタートアップ企
業Neurophosが、従来の電子チップを遥かに凌駕する性能を持つ光演算ユニット（OPU）を開発
しました。 

1. 驚異的な小型化と高密度化 

●​ 1万分の1のサイズ: 同社は、これまで約2mmもの大きさがあった光トランジスタ（光変調
器）を、現行技術の1万分の1という極小サイズまで小型化することに成功しました。 

●​ 巨大マトリックスの搭載: これにより、チップ上に1,000×1,000という巨大な演算マトリック
スを搭載可能になりました。これは、一般的なAI GPUで使われる256×256マトリックスの
約15倍の規模です。 

2. 圧倒的な処理能力と動作速度 

●​ Nvidia超えの性能: 同社の第1世代アクセラレータ「Tulkas T100」は、特定のAI演算（
FP4/INT4）において、Nvidiaの最新スーパーコンピュータ「Vera Rubin NVL72」の10倍の
強力な処理能力を持つと主張しています。 

●​ 56GHzの超高速動作: チップの動作周波数は56GHzに達します。これは、現行のハイエ
ンドCPUやGPU（数GHz程度）を圧倒する超高速なクロック速度です。 

3. 製造と実用化への道のり 

●​ 既存設備での製造が可能: この光トランジスタは、現在の標準的な半導体製造技術（
CMOSプロセス）を用いて構築されているため、TSMCやIntelなどの既存ファウンドリでの
量産が可能です。 

●​ 今後の課題: 現時点ではテスト段階にあり、本格的な量産開始は2028年を見込んでいま
す。また、光演算を支えるための大量のベクトル処理ユニットやSRAM（メモリ）の統合が
今後の課題となります。 

4. 業界の動向 
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●​ シリコンフォトニクスの最前線: NvidiaやAMDもシリコンフォトニクス技術の研究に多額の
投資を行っていますが、Neurophosの技術は、光演算の密度を劇的に高めることで、AI
インフラの勢力図を塗り替える可能性を秘めています。 

 
 

🟥市場見通し・マクロ（売り上げ1兆円、
AI需要の構造） 
 
 
 
https://omdia.tech.informa.com/pr/2026/jan/ai-drives-semiconductor-revenues-past-1-trillion-
dollars-for-the-first-time-in-2026 
 
2026年1月15日付のOmdiaによる市場分析結果を要約します。 

📎AI需要により、2026年の世界半導体売上高が初めて1兆ドルを突破へ 
Omdiaの最新調査によると、世界の半導体売上高は2026年に史上初めて1兆ドルの大台を突破
する見通しです。 

1. 成長の主な要因 

●​ AI市場の爆発的需要: AI向けメモリ（DRAM、NAND）およびロジックICの売上が急増して
おり、2026年の市場全体の成長率は前年比30.7%増と予想されています。 

●​ コンピューティング＆データストレージ: このセグメントが成長を牽引し、データセンター用
サーバーやメモリ集中型アプリケーションの需要により、2026年には前年比41.4%増の
5,000億ドルを超える見込みです。 

●​ ハイパースケーラーの投資: 主要なハイパースケーラー4社による設備投資額は今年約
5,000億ドルに達する見込みで、その多くがAIインフラやモデル開発に充てられていま
す。 

2. その他の成長セクター 

●​ コンシューマー・ワイヤレス: メモリ価格の上昇に加え、次世代折りたたみ式スマートフォ
ンやAIカメラ機能を強化した最新フラッグシップモデル（Apple、Samsung等）の登場が成
長を支えます。 

●​ ウェアラブル・VR: スマートスピーカーやVRヘッドセットなども安定した増収が予測されて
います。 

3. 特徴と今後の展望 
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●​ 需要の偏り: 2026年の成長は、従来の広範な消費者行動や産業動向よりも、AI関連の
需要に極めて集中しています。メモリとロジックICを除いた場合の成長率は、30.7%から
わずか8%まで低下します。 

●​ マクロ経済リスク: 米国のインフレ、労働・エネルギーコストの上昇、政府政策によるサプ
ライチェーンの再編、大規模なAI投資に伴う部材不足や価格変動が、成長を鈍化させる
要因として挙げられています。 

 

🟥メモリ逼迫・価格上昇（DRAM/HBM） 
https://www.ft.com/content/0a8743a8-a23e-4d93-aba9-b9d533310adc 

2026年1月22日付、フィナンシャル・タイムズ（FT）の記事に基づき要約します。 

📎半導体メーカーによる価格引き上げ：AI需要と地政学リスクのコスト転嫁 
TSMCをはじめとする主要半導体メーカーが、先端チップの製造価格を大幅に引き上げる方針を
固め、顧客企業との交渉に入っています。 

1. 価格引き上げの背景 

●​ AI需要の集中: NVIDIAやApple、AMDといった主要顧客からの先端プロセス（2nm、3nm
）への注文が殺到しており、TSMCの生産能力は2026年末までほぼ満杯の状態です。 

●​ 海外生産コストの増大: 米国アリゾナ州や欧州、日本での工場建設・運営コストは台湾国
内よりも大幅に高く、これらの「地政学的リスク回避」のためのコストを価格に反映させる

必要があります。 

2. 顧客企業への影響 

●​ コストの転嫁: チップの受託製造価格が5%〜10%上昇することで、最終製品であるス
マートフォン、サーバー、AIハードウェアの価格上昇が避けられない見通しです。 

●​ 優先順位の争奪: 供給が限られる中、大手テック企業は高い価格を受け入れてでも製造
枠を確保しようとする「入札」に近い状態となっています。 

3. 市場の構造変化 

●​ 利益率の維持: TSMCは長長期的な設備投資資金を確保するため、53%以上の高い粗
利益率を維持することを目標としており、価格設定において強い主導権を握っています。 

●​ 二極化の進行: 先端チップを確保できる資金力のある巨大企業と、コスト増に対応できな
い中堅企業との間で、AI競争力の格差が広がるリスクが指摘されています。 

4. 今後の展望 

●​ インフレ圧力: 半導体価格の上昇は、ハイテク業界全体のコストプッシュ・インフレを引き
起こす要因となります。 

https://www.ft.com/content/0a8743a8-a23e-4d93-aba9-b9d533310adc


●​ 代替案の模索: 一部の顧客はコスト削減のため、IntelやSamsungといった競合他社への
発注分散（セカンドソース化）を検討していますが、先端技術の歩留まりの差が依然とし

て障壁となっています。 

 

https://www.ft.com/content/847efe3b-44c5-44cc-9529-16bb01e21484 

2026年1月22日付、フィナンシャル・タイムズ（FT）の記事に基づき要約します。 

📎AppleとNvidia、TSMCの製造価格引き上げを容認：先端チップ確保を優先 
AppleやNvidiaを含む大手テック企業が、TSMC（台湾積体電路製造）による半導体受託製造価
格の引き上げを受け入れる方針であると報じられています。 

1. 価格引き上げの合意 

●​ 異例の容認: 通常、大口顧客は価格交渉で強い姿勢を示しますが、AIチップおよび先端
プロセッサの極端な供給不足を背景に、供給確保を最優先して価格上昇を事実上容認し

ました。 
●​ 値上げ幅: 具体的な数値は公表されていませんが、3nm（ナノメートル）や2nmといった先
端プロセスにおいて、数％から最大10％程度の価格転嫁が行われる見通しです。 

2. 要因：製造コストと需要の爆発 

●​ 海外展開のコスト: 米国アリゾナ州や日本（熊本）など、台湾国外での工場建設・運営に
伴う高コスト構造を、TSMCが価格に反映させ始めたことが一因です。 

●​ AI特需の継続: NvidiaのAIアクセラレータやAppleの次世代iPhone用チップの需要が
TSMCの生産能力を上回っており、顧客側は製造枠を失うリスクを避ける必要がありまし
た。 

3. 業界への影響 

●​ 利益率への圧力: 受託製造価格の上昇は、AppleやNvidiaなどのファブレス企業の利益
率を圧迫します。これを維持するため、最終製品（iPhoneやサーバー）への価格転嫁がさ
らに進む可能性が高いとされています。 

●​ TSMCの優位性: 競合するSamsungやIntelが先端プロセスで苦戦する中、事実上の「一
強」状態にあるTSMCの価格支配力が浮き彫りになりました。 

4. 今後の展望 

●​ インフレの連鎖: 半導体コストの上昇は、デバイス価格の上昇を通じてハイテク業界全体
のインフレを助長する要因となります。 

●​ 戦略的備蓄: 大手企業は将来のさらなる価格上昇や供給制限に備え、これまで以上に
長期的な製造枠の予約と在庫確保に動いています。 

 

 

https://www.ft.com/content/847efe3b-44c5-44cc-9529-16bb01e21484


 
https://www.cnbc.com/2026/01/26/memory-chip-shortage-synopsys-lenovo-ai-data-centers.h
tml#:~:text=Price%20rises%20and%20memory%20shortages%20are%20likely,of%20consu
mer%20electronics%20devices%20like%20smartphones%20and 
 
2026年1月26日付のCNBCの記事（SynopsysやLenovoの幹部による見解）に基づき、メモリチッ
プ不足とAIの影響について要約します。 

📎AI需要によるメモリチップ不足と価格高騰、コンシューマー製品への影響 
AI向けデータセンターの爆発的な拡大により、メモリチップの深刻な不足と価格上昇が予測され
ており、スマートフォンやPCなどの一般消費者向け電子機器にも影響が及ぼうとしています。 

1. 深刻な供給不足の懸念 

●​ AIとデータセンターの優先: AIのトレーニングと推論に必要な広帯域幅メモリ（HBM）や高
性能DRAMの需要が急増しています。Lenovoの幹部は、メーカーがより利益率の高い
サーバー用メモリに生産をシフトしているため、他部門向けの供給が圧迫されていると指

摘しています。 
●​ 供給制約の長期化: 半導体設計大手Synopsysの経営陣は、サプライチェーンがこの急
激な需要増に追いついておらず、今後数四半期にわたってメモリの入手困難な状況が続

くと予測しています。 

2. 消費者への価格転嫁 

●​ デバイス価格の上昇: メモリの供給不足は直接的なコスト増を招きます。これにより、AI
機能を搭載した最新のスマートフォン、PC、タブレットなどの小売価格が、2026年を通じ
て上昇する可能性が高いと分析されています。 

●​ AI PC・AIスマホへの移行: デバイス側でAIを処理するための「オンデバイスAI」にはより
大容量のメモリが必要とされるため、部材不足の影響をより強く受けることになります。 

3. 業界の反応と戦略 

●​ 在庫確保の動き: メーカー各社は将来の不足に備えて在庫の積み増しを急いでいます
が、これがさらに市場の供給を逼迫させ、価格を押し上げる悪循環を生んでいます。 

●​ 投資の加速: サムスンやSKハイニックスなどの主要メモリメーカーは、HBMなどの先端メ
モリへの投資を加速させていますが、製造能力の増強には時間がかかるため、短期的

には需給バランスの解消は難しい見通しです。 

https://www.eetimes.com/how-sk-hynix-redefined-the-memory-market/ 
 
2026年1月19日付のEE Timesの記事に基づき、SK Hynixがいかにしてメモリ市場を再定義し
たかを要約します。 

📎SK Hynix：従来のメモリメーカーからAIインフラの主導者への変貌 

https://www.cnbc.com/2026/01/26/memory-chip-shortage-synopsys-lenovo-ai-data-centers.html#:~:text=Price%20rises%20and%20memory%20shortages%20are%20likely,of%20consumer%20electronics%20devices%20like%20smartphones%20and
https://www.cnbc.com/2026/01/26/memory-chip-shortage-synopsys-lenovo-ai-data-centers.html#:~:text=Price%20rises%20and%20memory%20shortages%20are%20likely,of%20consumer%20electronics%20devices%20like%20smartphones%20and
https://www.cnbc.com/2026/01/26/memory-chip-shortage-synopsys-lenovo-ai-data-centers.html#:~:text=Price%20rises%20and%20memory%20shortages%20are%20likely,of%20consumer%20electronics%20devices%20like%20smartphones%20and
https://www.eetimes.com/how-sk-hynix-redefined-the-memory-market/


SK Hynixは、高度なパッケージング技術への巨額投資を通じて、高帯域幅メモリ（HBM）市場で
圧倒的なシェアを獲得し、半導体業界の従来の経済パターンを塗り替えました。 

1. 技術的優位性：パッケージング革命 

●​ MR-MUF技術の採用: 競合他社が熱圧着（TC-NCF）方式で歩留まりに苦しむ中、SK 
Hynixは液体状の保護材を用いる「MR-MUF」技術にいち早く投資しました。これにより放
熱性と製造安定性を両立し、HBM市場で60%以上のシェアを確保しました。 

●​ TSMCとの提携: 次世代のHBM4ではロジックダイの重要性が増すため、ファウンドリ最
大手のTSMCとの提携を強化し、設計段階から密接に連携しています。 

2. 巨額投資による生産拠点の強化 

●​ 130億ドルの新拠点（P&T7）: 韓国・清州市に後工程（パッケージングとテスト）専用の巨
大施設を建設中です。前工程（ウェハー製造）のM15X工場の隣に配置することで、物流
リスクを減らし、リアルタイムでの品質フィードバックを可能にします。 

3. 市場構造の変化：AI主導の「永続的な不足」 

●​ 景気サイクルからの脱却: これまでは消費者需要に左右される激しい「ブーム・アンド・バ
スト」のサイクルがありましたが、現在は企業や政府による長期的なAIインフラ投資が市
場を支えています。2026年分のHBMはすでに完売（ソールドアウト）状態です。 

●​ 供給能力のペナルティ: HBMの製造には通常のDDR5メモリの約3倍のウェハー容量が
必要（1:3のペナルティ）となるため、汎用メモリの生産が圧迫されています。これにより、
PCやサーバー向けの標準的なメモリも深刻な不足と価格高騰（前年比60〜70%増）に
直面しています。 

4. 財務実績と今後の課題 

●​ 過去最高の収益性: 2025年第3四半期には営業利益率47%を達成しました。2026年の
売上高は前年比約38%増の860億ドルに達すると予測されています。 

●​ リスク要因: 競合他社の追い上げによる「AIプレミアム」の低下や価格下落リスク、米国の
対中輸出規制といった地政学的・マクロ経済的な不確実性が課題として挙げられていま

す。 

 

 

 

 
 

🟥半導体製造について 
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2026年1月16日付のEE Timesの記事に基づき、TSMCが直面するAI需要への対応の難しさに
ついて要約します。 

📎TSMC、AI需要への対応に今後数年間苦慮する見通し 
TSMCは今年、過去最高となる520億〜560億ドルの設備投資（Capex）を計画していますが、爆
発的なAIチップ需要に追いつくのは依然として困難であるとアナリストらは予測しています。 

1. 投資の拡大と収益予測 

●​ 設備投資の急増: 2026年の設備投資額は2025年比で最大37%増加し、今後3年間でさ
らに拡大する見込みです。 

●​ 成長見通しの引き上げ: AIアクセラレータ関連の収益成長率予測（CAGR）を、2024年〜
2029年の5年間で50%台半ばから後半に引き上げました。 

2. 深刻な供給不足の継続 

●​ 需給ギャップ: アナリストは、5ナノメートル（nm）以下の先端プロセスのウェハー需要が、
2026年には生産能力を25〜30%上回ると予測しています。この不足状態は2027年まで
続く可能性が高いとされています。 

●​ 「バブル」への懸念: 巨額投資に対し、金融市場ではAI需要が一時的な「バブル」ではな
いかという懸念もありますが、C.C. Wei CEOはクラウド事業者からの強い引き合いに基
づき、需要は本物であるとの認識を示しています。 

3. 米国アリゾナ拠点（ギガファブ）の加速 

●​ 拡張計画: アリゾナ州で2番目の工場の稼働を2027年後半に前倒しし、さらに3番目、4
番目の工場の建設準備も進めています。 

●​ 独立したクラスター: アリゾナ拠点を、台湾以外で初となる大規模な「ギガファブ（Gigafab
）」クラスターへと成長させ、スマホ、AI、HPC顧客をサポートする計画です。 

4. 競合他社（Intel、Samsung）への好機 

●​ 供給の優先順位: TSMCは利益率の高い主要顧客（Nvidia、AMD等）を優先するため、
供給から漏れた顧客がIntelやSamsung、あるいは日本のRapidus（ラピダス）といった
他社へ流れる可能性が指摘されています。 

●​ セカンドソースの確保: 供給リスクを回避するため、顧客側もTSMC以外の調達先（セカ
ンドソース）を真剣に検討し始めています。 

 
これで、**「TSMCが巨額投資をしてもなお、供給不足が解消されないほどのAI需要の凄まじさ」
と、それが「競合他社（Intel、Samsung等）にとってのチャンス」**になっているという構図が明確
になりました。 

次に気になるポイント（例：IntelやSamsungが具体的にどう動いているか、あるいは日本のラピ
ダスの状況など）はありますか？ 

https://docs.google.com/document/d/13SNOPoZf53RKYLZVRwJTmAD4nTG0Vvt3rWd
22QR_hjI/edit?tab=t.0 



2026年1月22日付のTom's Hardwareの記事に基づき、AIチップ設計が2.5Dパッケージングの
限界に達している現状について要約します。 

📎AIチップの巨大化が2.5Dパッケージングの物理的限界を露呈 
AIモデルの急速な進化に伴い、より多くの演算コアとメモリ（HBM）を一つのパッケージに詰め込
む必要が生じていますが、現在の主流である「2.5Dパッケージング（CoWoSなど）」が技術的・物
理的な壁に直面しています。 

1. 「レチクル限界」という物理的な壁 

●​ 露光範囲の制約: 半導体製造装置（露光装置）が一度に処理できる最大サイズ（レチク
ル限界）により、インターポーザー（チップ間を繋ぐ基板）の大きさが制限されています。 

●​ 巨大化の代償: 最新のAIチップは、この限界を突破するために「レチクル2倍〜3倍サイ
ズ」のインターポーザーを採用し始めていますが、これは製造難易度とコストを劇的に押

し上げる要因となっています。 

2. 深刻化する熱と電力の問題 

●​ 電力密度の極致: 数千ワットに達する電力を供給し、同時に発生する膨大な熱を効率的
に逃がすことが、従来の2.5D構造では限界に近づいています。 

●​ 故障リスク: パッケージが大きくなるほど、熱膨張の差による歪みや接続不良が発生しや
すくなり、歩留まり（良品率）の低下を招いています。 

3. 次世代技術「3Dパッケージング」への移行加速 

●​ 垂直方向への拡張: 2.5D（横に並べる）の限界を打破するため、チップを垂直に積み重
ねる「3Dパッケージング（SoICなど）」への移行が不可欠となっています。 

●​ インターコネクトの短縮: 3D化により配線距離を短縮し、データ伝送の遅延削減と電力効
率の向上を図ります。 

4. 業界への影響 

●​ 設計コストの爆発: 限界に近いパッケージング技術を採用することで、AIチップの設計・
製造コストが跳ね上がっています。 

●​ TSMCの支配力: これらの高度なパッケージング技術（CoWoSやSoIC）を安定提供でき
るのは事実上TSMC一社に限定されており、サプライチェーンのボトルネックが継続する
一因となっています。 

 
これにより、これまで見てきた「TSMCの価格引き上げ」や「供給不足」の背景には、単なる需要
過多だけでなく、**「物理的な製造難易度が限界に達している」**という技術的課題も深く関わっ
ていることがわかります。 

次世代の「3Dパッケージング」がいつ頃から主流になり、コストや供給にどう影響するか、さらに
詳しくお調べしますか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/intel-says-it-has-two-pr
ospective-customers-for-14a-expects-to-hear-about-commitments-in-second-half-of-2
026 
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2026年1月23日付のTom's Hardwareの記事に基づき、Intelの次世代プロセス「14A」の顧客状
況について要約します。 

📎Intel、次世代「14A」プロセスに2社の潜在顧客 — 2026年後半に契約見込み 
Intelは今週の決算説明会にて、最先端の1.4nm級プロセスである「Intel 14A」について、現在2
社の潜在顧客がテストチップの検討を進めていることを明らかにしました。 

1. 顧客獲得の現状 

●​ 現時点での契約はゼロ: Intel 14Aを採用することを正式に決定（コミット）した外部顧客
は、現時点ではまだ存在しません。 

●​ ポジティブな反応: 潜在顧客に対しプロセス開発キット（PDK）を提供しており、これまで
の反応は良好であるとしています。 

2. 今後のスケジュール 

●​ 2026年後半の決定: 外部顧客によるサプライヤーとしての正式な採用決定は、2026年
後半から2027年前半にかけて行われると予測されています。 

●​ 2028年の量産: 顧客が2026年後半に製造キャパシティの予約（コミットメント）を行えば、
2028年頃から実際の製品の量産が開始される見通しです。 

3. 技術開発の進捗 

●​ PDK 0.5の提供: 今四半期（2026年Q1）中に、チップ設計者が本格的なテストチップ開発
に使用するPDKバージョン0.5を提供する予定です。 

●​ High-NA EUVの導入: ASML製の最新露光装置「High-NA EUV」は、この14Aプロセス
での本格導入がターゲットとなっています。 

4. 戦略とバリエーション 

●​ コスト最適化: 顧客の用途に合わせ、複数の14Aバリエーション（例：コストを抑えるため
にHigh-NAを使用しないバージョンなど）を開発していることを示唆しました。 

●​ リスク抑制: 外部顧客からの確実な契約が得られるまでは、14A用の製造キャパシティに
対する巨額の設備投資を抑制し、コストを最小限に抑える方針をとっています。 

 
これで、「TSMCの供給不足」という追い風の中で、Intelがいかにして次世代プロセスで外部顧客
（ファウンドリビジネス）を呼び込もうとしているかの進捗が分かりました。 

Intelが掲げる「5年で5つのノード（5N4Y）」計画の集大成とも言える14Aが、実際に他社（Nvidia
やAppleなど）を引き込めるかどうかが、2026年後半の大きな注目点になりそうです。 

この「14A」プロセスが、競合するTSMCの「2nm」や「1.4nm」と比べてどう優位性があるのか、と
いった技術的な比較に興味はありますか？ 
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